高知県ふるさと雇用再生正規雇用促進費補助金交付要綱

（趣旨）

第１条　この要綱は、高知県補助金等交付規則（昭和４３年高知県規則第７号。第７条において「規則」という。）第２４条の規定に基づき、高知県ふるさと雇用再生正規雇用促進費補助金（以下｢補助金｣という。）の交付に関し必要な事項を定めるものとする。
（補助目的）
第２条　県は、高知県ふるさと雇用再生特別基金を活用して県又は市町村（広域連合及び一部事務組合を含む。以下同じ。）が民間企業等に委託して実施する事業（以下「委託事業」という。）において、労働者の正規雇用を促進するため、委託事業で新規に雇い入れた労働者を引き続き正規労働者として雇い入れた民間企業等の事業主に対して、予算の範囲内で補助金を交付する。
（補助金の交付対象者）
第３条　補助金の交付対象者は、次の各号のいずれにも該当する事業主とする。
（１）委託事業を実施する事業主又は委託事業の再委託を受けた事業主であること。
（２）委託事業の実施に当たり新たに雇い入れた者又は派遣会社より派遣された労働者（常用雇用に向けて求職活動を常態としている登録型派遣労働者に限る。）との間で委託事業に係る雇用契約期間の終了の日（平成２３年度については、平成２４年２月末日とする。）までの間に、期間の定めのない労働契約（雇用期間の定めのない雇用であって、当該事業所において正社員として位置づけられるものをいう。）を締結し、委託事業の終了後も引き続き雇い入れる事業主であること。
（補助金の額）

第４条　補助金の額は、前条第２号に規定する期間の定めのない労働契約を締結した労働者（次条第４項において「対象労働者」という。）１人につき３０万円とする。
（補助金の交付の申請及び実績報告）

第５条　補助金の交付の申請をしようとする事業主（以下「申請事業主」という。）は、別記第１号様式による補助金交付申請書兼実績報告書を委託事業の委託元である県又は市町村の担当課室に提出しなければならない。
２　申請事業主は、前項の補助金交付申請書兼実績報告書を第３条第２号に掲げる支給要件を満たすこととなった年度の委託契約期間の終了後２月以内に提出しなければならない。ただし、平成２３年度については、委託契約期間の終了後２月以内又は平成２４年２月末日のいずれか早い日までに提出しなければならない。
３　申請事業主は、補助金に係る事務について、代理人を選任して処理させることができるものとする。この場合において、代理人は、補助金の交付申請等に当たっては、補助金交付申請書兼実績報告書等に記名押印又は自署による署名を行うとともに、その代理する事業主の住所及び氏名（事業主が法人である場合にあっては、主たる事業所の所在地、法人の名称及び代表者の氏名）を記するものとする。

４　申請事業主は、第１項の補助金交付申請書兼実績報告書を提出するに当たっては、次に掲げる書類を添付しなければならない。
（１）別記第２号様式による対象労働者雇用状況等申立書
（２）委託事業に係る委託契約書の写し（再委託先の事業所にあっては、再委託を承認する書類の写し）
（３）委託事業に係る雇用契約書又は雇入れ通知書の写し
（４）官公署が発行した対象労働者の氏名及び生年月日を確認することができる書類の写し（住民票、運転免許証等の写し）
（５）正規雇用に係る雇用契約書又は雇入れ通知書の写し（第３号に掲げる書類と同一の場合は、不要とする。）
（６）雇用保険被保険者資格取得等確認通知書の写し

（７）代理人による申請の場合にあっては、委任状
（８）その他知事が必要があると認める書類
（補助金の交付の決定）

第６条　知事は、第５条第１項の規定による補助金の交付の申請が適当であると認めたときは、補助金の交付の決定及び額の確定を行い、当該申請事業主に通知するものとする。
２　知事は、第５条第１項の規定による補助金の交付の申請が適当でないと認めたときは、当該申請事業主に理由を付してその旨を通知するものとする。
（補助の条件）

第７条　補助金の交付の目的を達成するため、申請事業主は、この要綱に定めるもののほか、規則の規定を遵守しなければならない。

２　申請事業主は、補助金に係る収入を明らかにした帳簿書類を作成し、当該収入に関する証拠書類を整備し、補助金の交付を受けた年度の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。
（補助金の交付の申請の不備の取扱い）

第８条　補助金の交付の決定を行った後、第５条第１項の補助金交付申請書兼実績報告書等の不備による振込不能等があり、県又は市町村が確認等に努めたにもかかわらず補正が行われず、申請事業主の責めに帰すべき事由により補助金の交付ができなかったときは、当該申請が取り下げられたものとみなす。
（検査等）
第９条　知事は、補助金の交付の適正を期するため、必要があると認めるときは、職員に申請事業主の事業所に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、又は関係者に質問させることができるものとする。
２　前項の規定は、既に交付した補助金について調査確認を行う場合も、同様とする。
（補助金の返還等）
第10条　知事は、申請事業主が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、当該各号に掲げる額に係る補助金の交付の決定を取り消し、期限を定めて補助金の返還を命ずるものとする。
（１）偽りその他不正な行為によって補助金の交付を受けた場合　支給した補助金の全部
（２）当該申請事業主に交付されるべき補助金の額を超えて補助金の交付を受けた場合　当該支給されるべき額を超えて支払われた部分の額
（情報公開）

第11条　補助事業又は申請事業主に関して、高知県情報公開条例（平成２年高知県条例第１号）に基づく開示請求があった場合は、同条例第６条第１項の規定による非開示項目以外の項目は、原則として開示を行うものとする。
（委任）
第12条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、知事が別に定める。
　附　則

１　この要綱は、平成２２年４月１日から施行し、平成２１年度の委託事業から対象とする。

２　この要綱は、平成２４年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき交付された補助金については、第７条、第９条第２項、第１０条及び第１１条の規定は、同日以降もなおその効力を有する。
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